
緒 言

わが国は，世界一の長寿国（厚生統計協会２００６）

となっている。２０１１年に総務省が発表した６５歳以上の

老年人口は，２９６３万人で，総人口に占める割合

は，２３．２％に及んでいる（総務省２０１１）。そのなかで

も，６５歳から７４歳までの前期高齢者よりも７５歳以上の

後期高齢者の増加が著しいことが報告されており（下

方２００１），高齢者の健康増進や介護予防に対する関心

も増してきている（大淵２００６）。

高齢者の健康に関する研究は，身体機能を中心に検

討されてきた。後期高齢者は前期高齢者に比べて，歩

幅の減少（桂と星野２００６）や歩行時の前屈姿勢によ

る立位バランスの低下（高井ら２００１，Elble１９９７）

が生じ，上肢筋力より下肢筋力が低下する（宮谷

２０００）こと，全身反応時間や肺活量の低下（南２００２）

が認められることなどが報告されている。また，村田

ら（２００９）は，後期高齢者が前期高齢者と比べて身体

機能が低下していることを報告している。

一方，高齢者の性差に関する研究は，Buchmanら

（２００５）が，男性は握力が有意に強く，女性は巧緻動

作が有意に優れていることを報告している。木村ら

（１９９１）は，高齢者における垂直跳びや，握力，息こ

らえの能力は男性が有意に高く，柔軟性は女性が有意

に高いことを示している。また，村田ら（２００９）は，

上下肢筋力や歩行能力，手指巧緻性に性差の影響があ

ることを報告している。

これまで，地域における在宅高齢者の身体機能にお

ける性差や年代差を検討する研究は少なく，また，介

護予防を中心とした健康指導を行う際も，年齢や男女

の区別無く画一的な内容で指導され，充分な配慮が不
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足している場合が多かった（中１９９７）。今後，高齢者

の健康増進ならびに介護予防を効果的に進めていくた

めには，地域における在宅高齢者の加齢や性差に伴う

変化を比較検討したうえで，実施することが必要と考

えられる。

そこで本研究は，介護予防事業に参加している高齢

者の身体機能を総体的に調査し，年代差および性差を

検討することにより，効果的な健康指導に繋げること

を目的とした。

方 法

１．対 象

A県 B町に居住し，平成２２年度の介護予防事業に

参加した６５歳以上の地域在住高齢者のうち，重度の認

知機能の低下が認められず（Mini-Mental State Examina-

tion; MMSEで２０点以上），調査協力が得られた６３名（平

均年齢７４．２±４．３歳）を対象とした。その内訳は，男

性１８名，女性４５名であり，前期高齢者３３名，後期高齢

者３０名であった。

２．調査方法

個人の属性に関する情報の収集を行い，MMSEを

実施し２０点以上であることを確認した後，身体機能評

価として握力，下肢筋力，柔軟性，平衡機能，歩行能

力を評価した。

握力の測定は，竹井機器工業製のデジタル式握力計

を使用した。測定姿位は立位で，左右の上肢を体側に

垂らした状態で最大握力を左右とも２回測定し，その

最大値を握力値（�）とした。
上体起こしは，背臥位で膝９０°屈曲位をとり，その

状態から３０秒間で何回上体を起こすことができるかの

回数を測定した。

下肢筋力は，大腿四頭筋の筋力を測定した。大腿四頭

筋筋力は，アニマ社製のハンドヘルドダイナモメー

ター（等尺性筋力測定装置 μTas F‐１）を用い，被験

者を坐位，膝関節９０度屈曲位として左右を２回測定し，

その最大値（�）を採用した。
身体の柔軟性は，長座体前屈距離を竹井機器工業製

のデジタル式長座体前屈測定器を用いて２回測定し，

その最長距離（�）を採用した。
重心動揺の測定は，アニマ社製の Gravicirder GS‐

１０００を用いて，開眼自然立位で重心動揺を測定した。

測定時間は，３０秒間で，開眼で裸足になり，両上肢は

軽く体側につけること，２�前方の視線と同じ高さの

点を注視することなどの条件下で測定し，身体が揺れ

ないように直立肢位を維持するよう指示した。なお，

閉眼での測定は，３０秒間の保持ができない被験者が多

かったため行わず，開眼時のみを測定した。

立位バランスは，片足立ち保持時間を評価した。こ

の測定は片足立ち保持を左右につき２回，デジタルス

トップウォッチを用いて１２０秒を上限として測定し，

その最長時間を片足立ち保持時間（�）とした。
Timed Up & Go Test（TUG）は，高さ４０�の肘掛の

ないパイプ椅子に腰かけた姿勢から，３�前方のポー
ルを回って着座するまでの時間をデジタルストップ

ウォッチで計算した。測定は，２回連続して行い，そ

の最短時間（�）を代表値とした。原法（Podsiadlo D

& Richardson S１９９１）では，「楽な速さ」で歩行する

が，本研究では最大努力で行ってもらい，測定時の心

理状態や教示の解釈の違いによる影響を排除した。

３０‐sec chair stand test（CS‐３０）は，高さ４０�の肘掛
のないパイプ椅子を使用して，両上肢を膝の上に置い

た状態から立ち上がり回数を測定した。「はじめ」の

開始合図と同時に，開始肢位から立ち上がりを開始し，

直立姿勢まで立った後，すぐに着座する動作を１回と

して３０秒間繰り返した。

歩行能力は，歩行速度を評価した。歩行速度は，平

地１１�を最速で歩行してもらい，中間の５�を測定区
間として，所要時間をストップウォッチで計測した。

測定は２回連続して行い，その最速値（�／�）を代
表値とした。

１０�障害物歩行は，スポンジ製の高さ２０�の障害物
が，２�間隔で６個設置された１０�の直線の最速歩行
とした。所要時間をストップウォッチで２回測定し最

短時間を採用した。

６分間歩行距離は，１周３０�の体育館スペースを利
用し，６分間にできる限り長い距離を歩くよう指示し，

その歩行距離を１�単位で測定した。

３．倫理的配慮

倫理的配慮は，本研究の対象者に対して研究の目的

と方法を口頭で説明し，研究の協力を拒否しても不利

益を被らないこと，データを研究以外に使用しないこ

と，個人情報は厳密に管理すること，研究のどの時点

でも辞退することができることを説明し，了承を得ら

れた方にのみ実施した。
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４．統計処理

統計解析は，性差及び年代差を比較するため，男性

と女性，前期高齢者と後期高齢者に分類した。さらに

身体機能の性差及び年代差があるかを比較するため，

身体機能の各測定値について対応のない t検定及びマ

ンホイットニーの U検定を用いて分析した。なお，

統計解析には SPSS.ver１９．０を用い，有意水準を５％と

した。

結 果

前期・後期高齢者別ならびに性別における身体機能

の平均値と標準偏差および，比較結果を表１に示す。

対象者の年齢は，女性が７３．６±４．３歳，男性が７５．７±

４．０歳であり，有意差は認められなかった。年代別に

みると，TUGにのみ有意差が認められたが，その他

の測定項目には有意差は認められなかった。性別でみ

ると，握力，上体起こし，大腿四頭筋筋力については，

男性が有意に高値を示した。一方，長座位前屈距離は，

女性の方が有意に高かった。重心動揺は，総軌跡長な

らびに外周面積ともに男性の方が有意に高く，CS‐３０

は，女性の方が有意に高かった。歩行能力については，

性差・年代差ともに有意差は認められなかった。

考 察

本研究は，介護予防事業に参加している高齢者の身

体機能を総体的には調査し，年代差および性差を検討

することにより，効果的な健康指導に繋げることを目

的とした。その結果，年代別では TUGにのみ有意差

が認められた。性別でみると，上下肢および体幹の筋

力は男性が有意に高く，柔軟性は女性が有意に優れて

いた。また，重心動揺は男性の方が有意に大きく，CS

－３０は女性の方が有意に高かった。

身体機能の年代差は TUGにのみ有意差が認められ，

他の項目には有意差が認められなかった。島田ら

（２００６）は，８５歳以上になると加齢に伴い機能低下の

個人差が増大する傾向があるとしている。本研究にお

ける対象者の年齢は，７４．２±４．３歳であり，島田らの

報告よりも若干若いことを考慮すると，今後加齢によ

る身体機能の低下が生じる可能性がある。また，村田

ら（２００９）は，片足立ち保持時間と歩行速度について，

後期高齢者の方が前期高齢者より有意に低下している

ことを報告しており，本研究結果とは異なった。この

理由について本研究では明らかにできないが，介護予

防事業に参加する高齢者の身体機能は年代差よりも個

人差が大きいのかもしれない。ただし，村田ら（２００９）

の研究における前期高齢者（平均年齢６９．４歳）と後期

高齢者（平均年齢７９．２歳）の年齢差は約１０歳であり，

本研究の年齢差（６．６歳）より大きい。本研究におけ

る年代間の年齢差が小さいことにより，多くの身体機

能に有意差を認めなかった可能性もある。一方，TUG

では有意差が認められた。TUGは，椅子からの立ち

上がり，歩行，方向転換，着座という複合的な運動を

評価するものであり，加齢の影響を鋭敏に評価できる

測定項目である可能性が示された。

身体機能の性差については，上下肢ならびに体幹の

筋力は，女性よりも男性の方が有意に高かった。宮谷

表１ 在宅高齢者の身体機能の年代差と性差について

全体
年代差 性 差

前期高齢者 後期高齢者 女性 男性
n＝６３ n＝３３ n＝３０ n＝４５ n＝１８

握力（�） ３１．７±９．３ ２６．８±７．０ ２５．７±６．６ ２３．２±４．５ ３４．０±５．７ **

上体起こし（回） ５．７±５．７ ６．９±６．０ ４．３±５．１ ４．８±５．７ ７．８±５．３ *

大腿四頭筋筋力（�） ２６．３±６．８ ３２．８±８．７ ３０．４±９．９ ２８．２±７．１ ３９．７±８．９ **

長座体前屈距離（�） ３２．２±１．７ ３１．７±９．４ ３２．９±１０．６ ３５．７±７．６ ２３．７±９．９ **

総軌跡長（�） ３．３±１．７ ３．１±１．６ ３．６±１．８ ２．７±１．４ ４．７±１．６ **

外周面積（�） ６０．３±２３．８ ５７．５±２４．８ ６３．３±２２．７ ５４．７±２１．５ ７４．２±２４．２ **

開眼片足立ち（�） ２８．９±２９．３ ３４．２±３２．９ ２３．１±２４．１ ３０．２±３０．７ ２５．７±２６．２
TUG（�） ５．８±１．０ ５．４±０．８ ６．１±１．２ ** ５．９±１．０ ５．５±１．０
CS‐３０（回） １７．９±４．４ １８．５±４．９ １７．２±３．６ １８．８±４．６ １５．８±３．０ **

５�歩行時間（�） ２．６１±０．９ ２．５±０．６ ２．８±１．１ ２．７±１．０ ２．５±０．５
１０�障害物歩行速度（�） ６．１８±１．３ ６．１±１．１ ６．３±１．４ ６．４±１．３ ５．７±１．０
６分間歩行距離（�） ５０５．４±６２．１ ５１２．０±６０．９ ４９６．９±６３．８ ５０９．２±５２．１ ４９５．１±８４．７

n＝人数，人数の下段の数値は年齢を示す
測定値は，平均値±標準偏差を示す
* p＜０．０１，** p＜０．０５
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ら（２０００）や，Buchmanら（２００５）の先行研究にお

いても男性の方が女性より筋力が勝っていることが明

らかにされており，先行研究と矛盾しない。また，長

座体前屈距離は女性の方が有意に高く，村田ら（２００９）

や，Buchmanら（２００５）の報告と一致している。

重心動揺は，総軌跡長，外周面積ともに男性の方が

有意に高く，女性よりも男性の方が，平衡機能が低下

していることが示された。安村（１９９９）は，いずれの

年齢においても，女性が男性より重心動揺の程度が大

きいことを報告しており，本研究で得られた結果とは

異なった。この理由について本研究では明らかにでき

ないが，介護予防事業に参加する高齢者の特性として，

男性は女性よりも体力要素が低下した方が参加してい

る可能性が考えられる。なお，このことは CS‐３０の結

果とも矛盾しない。本研究における CS‐３０は，女性よ

り男性の方が有意に低かった。中谷ら（２００２）は，男

性は女性より高い数値を示したことを報告している。

CS‐３０は，大腿骨頚部骨折術後患者（曽我ら２００８）

や脳卒中片麻痺患者の最速歩行速度（信太ら２００７）

との有意な相関があることが報告されており，本研究

においても，有意差は認められなかったが，５�歩行
時間，１０�障害物歩行速度，６分間歩行距離ともに女性
よりも男性が低値を示したことから，介護予防事業に

参加している男性高齢者は女性よりも体力が低下して

いることが示唆された。

これらの知見から，介護予防事業に参加する高齢者

に対して効果的な健康指導を行うためには，性差を考

慮した運動指導の必要性が示唆された。女性は，健康

意識が高いことが推察されるため，継続した運動を行

うような働きかけが必要であろう。一方，男性は身体

機能の低下とそれに伴う運動頻度の減少が考えられる

ため，早期から定期的な働きかけと運動指導が必要で

あると考えられた。ただし本研究は，男性対象者が１８

名と少なかったことにより，結果に偏りが生じた可能

性がある。よって，男性の対象者数を増やし，今回の

結果が一般化できるか否かを検証する必要がある。
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